
大垣市役所 緯８１－４１１１　〈５〉～ かがやいて 夢ある大垣 確かな未来 ～
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市民１人当たり        
     １，３２０円

利用者１人当たり   
 １，３２３円

市民１人当たり　
　５，００９円

利用者１人当たり
８２０円

市民１人当たり　 
　１２，８４８円

児童生徒１人当たり
１５８，６５１円

市民１人当たり　
４，５０８円

園児１人当たり　
６１９，４０５円

市民１人当たり　
　２０，７１４円

園児１人当たり　
８２５，８５２円

噛経常費用１，２４６億円から経常収益４７８

億円を差し引いた７６８億円が純経常

行政コストになり、これに臨時損失

１１億円を加え、臨時利益２０億円を差

し引いた額７５９億円が平成２８年度の

純行政コストになります。市民一人

当たりの行政コストは、４６８，５２８円に

なります。

噛行政コストは、税収や国や県からの

補助金等で賄われます。平成２８年度

は、財源となる税収や国県等補助金

などは７７０億円となっています。

噛預貯金にあたる各種基金の合計は、市民１人当たり８０，８３３円となっています。

噛借金にあたる地方債等の残高は、地方交付税の原資が不足する国の代わりに市が借り入

れを行う臨時財政対策債や国が７割を負担する合併特例債などを含めて、市民１人当た

り４７３，５７９円となっています。

　市は、民間企業の会計手法を取り

入れた財務書類を作成し公表してい

ます。平成２８年度決算分からは、総

務省が作成した全国統一的な基準に

より、固定資産台帳を整備し、これ

に基づいて財務書類を作成していま

す。本紙面では、市の一般会計、特

別会計（連結非対象の会計を除く）、

企業会計を連結した財務書類と、生

活に関わりの深い事業や施設に係る

行政コストについてお知らせしま

す。なお、市民１人当たりは、平成

２９年３月３１日現在の住民登録人口

１６１，９９２人で算出しています。

　また、公営企業法適用に向けて作

業を進めている簡易水道事業会計、

公共下水道事業会計などについて

は、連結の対象から除くことになっ

ていますので、今回の財務書類には

反映されていません。

　一般会計等財務書類など詳しく

は、市ＨＰまたは、財政課（緯４７－

８２９６）へ。

臨時損失　１１億円

１，２４６億円
経常費用

７３３億円
業務費用

人件費　２２７億円
（職員の給料など）

物件費等　３９３億円
（公共施設の管理経費、

移転費用　５１３億円
（補助金、社会保障給付など）

その他の業務費用　１１３億円
（借入金に対する支払利息など）

経常収益
４７８億円

使用料及び手数料　３４０億円

財源
７７０億円

税収等　５６８億円
（市税、譲与税、地方交付税、

保険料など）

国県等補助金　２０２億円

臨時利益
２０億円その他　　　　１３８億円

減価償却費など）

貸借対照表 これまでの行政活動によって形成された道路・建物・土地などの資
産と、その資産を形成するために要した財源との関係を表します。

行政コスト計算書 提供した行政サービスに要した費用（コスト）と、その受益者負担である使用料などの収入
を表します。また、ここでは純資産変動計算書に表示される財源を併せて掲載しています。

況状政財市度年２８成平財務書類で見る

地方債等

貸
　
方

借
　
方

７１２億円

純資産
１，３２５億円現金

預金
３４３億円

インフラ資産
８０３億円

（道路、河川、
公園など）

１，１６７億円
（庁舎、学校

福祉施設など）

固
　
　
　
定
　
　
　
資
　
　
　
産

固　　定　
　
負
　
　
債 退職手当引当金　　１２０億円

損失補償等引当金　２６３億円
その他固定負債　　　５９億円

流動負債

物品　　　　　　４２億円
基金　　　　　　８１億円
その他固定資産　２５億円

基金　　　　　　５０億円
その他流動資産　６９億円 流動資産

事業用資産

資産
２，５８０億円

負債
１，２５５億円

一年内償還予定

賞与等引当金　　１３億円
その他流動負債　３３億円

地方債等　　　　５５億円


